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東京証券取引所グロース市場（7320）

事業計画および
成長可能性に関する事項について
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プロローグ
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【コーポレートムービー】 日本リビング保証は ”WorthTech Company” へ
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https://youtu.be/P25OFEGNuE0
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事業者には販売促進・顧客接点を。
消費者には安心体験を。

6

事業者（製造・販売）

製品
サービス

消費者

保証による
購買訴求

＜初期保証期間＞ ＜延長保証期間＞

保証コスト負担＝事業者 保証コスト負担＝消費者

利用
開始

顧客接点の継続

安心体験の継続

〇 企業の持つニーズに応じて、保証制度を設計・構築
例：製造者、販売者負担にて初期保証を長期化する
例：消費者負担の延長保証サービスを提供する

〇 業務オペレーションの請負やCRM支援を実施

×
不具合発生

無料修理・交換

×
不具合発生

無料修理・交換
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前期比で大幅な増収・増益を予想
経常利益は初の大台：10億円超過へ

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を２０２２．６期の期首から適用しており、
２０２１．６期については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値を記載しております。
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私たちの提供ソリューション
（全体像）

9



10



私たちの提供ソリューション
（保証）
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Enabler（イネーブラー）として
保証インフラ機能を提供

保険
会社 サービス組成

クライアント

保証
サービス

最
適
化
さ
れ
た

金
融
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

消費者

イネーブラー※

（システム/オペレーション提供）

ブランド
プロバイダー

（ライセンス保有者）

※イネーブラー：特定のコア技術で社会システムを支える企業



2023年春リリース予定
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私たちの提供ソリューション
（金融）
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Provider（プロバイダー）として
資金決済インフラ機能を提供

最
適
化
さ
れ
た

金
融
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

消費者

資金決済業
クライアント

資金準備
サービス

ブランド
プロバイダー

（ライセンス保有者）
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私たちの提供ソリューション
（オペレーション）
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リアルとデジタルを組み合わせ
新たな顧客体験価値を創造

新
た
な
顧
客
体
験

価
値
の
提
供

消費者AI自動対応×専門家対応
ハイブリッド型

コンタクトセンター

オンライン動画による
点検・現地調査サービス

メンテナンス業界特化型
見積・決済システム

高品質な全国
メンテナンスネットワーク

クライアント

アフター
サービス

ブランド

オペレーション支援
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202２年10月リリース予定
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※画面はイメージです。

202２年11月リリース予定

メンテナンス依頼者メンテナンス受付担当

ビデオ通話＋便利ツール
を活用した

コミュニケーションが可能



当社ビジネスの特性
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ストック型とフロー型の
ハイブリッド型経営が特色
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HomeworthTech事業
（旧:おうちのトータルメンテナンス事業）

ExtendTech事業
（旧:BPO事業）

建物・設備に関する長期保証

期間按分計上が中心

保証制度構築コンサル
＋アドミ業務

当期一括計上が中心

主力商品

ハウスメーカー・マンション
デベロッパー・ビルダー・工務店
などを中心とした住宅事業者

累計取引社数 約4,000社

再生可能エネルギー関連
教育ICT関連などを

中心にした各種メーカー

累計取引社数 約1４0社

主な取引先



保証ビジネスの強みはB/Sに表出

23

（例）第n期に10年間の設備保証料を一括領収した場合

入金
ベース

会計
処理

保証料
入金

10

１

n期 n期 n期 n期 n期 n期 n期 n期 n期 n期

１ １ １ １ １ １ １ １ １

B/S（長期）前受収益として計上

同様に原価（保険料等）も分割計上

手元には潤沢なキャッシュが発生
（成長投資や資産運用の原資に）



第11期
第4四半期

保証契約残高（前受収益＋長期前受収益）の残高
↓

将来に亘っての確定売上

単位：百万円

保証契約残高は
2022年6月期末で7８億円を突破

第14期
第4四半期

第14期
第3四半期

第14期
第2四半期

第14期
第1四半期

第13期
第4四半期

第13期
第3四半期

第13期
第2四半期

第13期
第1四半期

第12期
第4四半期

第12期
第3四半期

第12期
第2四半期

第12期
第1四半期

24※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を２０２２．６期の期首から適用しております。



ストック型ビジネスに由来する
財務健全性がB/S上に表出
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流動資産 約６２億円

固定資産 約９９億円

自己資本 約１２億円

長期前受収益 約７１億円

その他流動負債 約１２億円

前受収益 約１４億円

その他固定負債 約５２億円

流

動

負

債

固

定

負

債



収益安定性と高成長を兼ね備えた経営
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2020年6月期 2021年6月期 2022年6月期

再生可能エネルギーおよび
GIGAスクールマーケット開拓が奏功

同マーケット深耕による高収益を維持・拡大

先行投資を継続し、安定的な
ストックビジネスとして育成



事業マーケット/競争環境
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人口減少による緩やかな減少トレンド
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アフターサービスを重視する顧客が増加
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1位

住宅会社選びで重視すること

2位

3位

4位

5位

会社の信用度

アフターメンテナンスの丁寧さ（長期の関係性維持）

住宅のデザインや性能

会社や人の雰囲気

ブランド力

63.2％

54.8％

53.3％

44.6％

28.3％

（コロナ後）

※当社調べ



リフォームマーケットは底堅く推移

30



多様なアフターサービス強化ニーズに
応えられることが当社の強み
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住宅事業者の多様なニーズに対する
ワンストップでの対応が強み

32

社名/
提供サービス例

建物長期保証 住宅設備保証
点検

（自社受託）
コールセンター
（自社受託）

モバイルアプリ

当社 〇 〇 〇 〇 〇

A社 〇

B社 〇

C社 〇 〇 〇

D社 〇 〇 〇

E社 〇 〇 〇 〇



事業マーケット/競争環境
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34



保証マーケットの成長を捉え、
幅広い領域での事業展開へ
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今後の再エネ政策は大きな追い風に
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業績ハイライト

37



9 13 36 
155 

375 
704 

771 
879 

965 

1,207 

1,409 

1,679 

1,922 

98 

152 

322 

441 

547 

1,002 

1,244 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

第1期

2009/6

第2期

2010/6

第3期

2011/6

第4期

2012/6

第5期

2013/6

第6期

2014/6

第7期

2015/6

第8期
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第9期

2017/6

第10期

2018/6

第11期

2019/6

第12期

2020/6

第13期

2021/6

第14期

2022/6

創業以来、１４期連続で増収を達成

2009年創業
住宅設備の延長保証サービス

「住設あんしんサポート」
を販売開始

転換点①

2012年1月～
仲介事業者向け検査・保証サービス

「売買あんしんサポート」
を販売開始

転換点②

2017年8月～
アフターサービス一括外注サービス

「長期メンテナンスシステム」
を提供開始

転換点④

2019年7月～
建物長期保証サービス

「建物20年保証バックアップサービス」
を提供開始

転換点⑤

2020年7月～

「教育ＩＣＴ機器保証サービス」
を提供開始

転換点⑥

2016年6月～
積立型メンテナンス保証サービス

「住設あんしんサポートプレミアム」
を提供開始

転換点③
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売上高

営業利益

経常利益

当期
純利益

3,305

650

767

546

+680

+268

+309

+303

2,624

381

458

243

2０２２．６期は過去最高の
売上・利益を達成

125.9％

170.3％

167.5％

224.7％
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※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を２０２２．６期の期首から適用しており、
２０２１．６期については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値を記載しております。



売上高

Homeworth
Tech

事業

ExtendTech

事業

その他

3,305

1,922

1,244

138

+680

+242

+418

+18

2,624

1,679

825

120

125.9％

114.5％

150.7％

115.4％

全セグメントにおいて過去最高の売上
安定的な成長を継続
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※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を２０２２．６期の期首から適用しており、
２０２１．６期については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値を記載しております。



各種KPI指標は下記のとおり推移中
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新規契約獲得金額
前受収益・

長期前受収益残高
発行済電子マネー

未使用残高

HomeworthTech事業



各種KPI指標は順調に推移中
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再生可能エネルギー領域 売上高 家電・その他領域 売上高

ExtendTech事業



成長戦略

43



44



45

おうちLiveアシスト



デジタルプロダクトを武器に
既存領域の深耕と新規領域の拡大へ
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新たな住宅向け保証サービス
「地震あんしんサポート」提供開始

47



デジタルプロダクトを武器に、
既存住宅マーケットへの取組を強化

48

住宅事業者に対し、
保証を中心としたアフターサービスを設計し
継続的なサービス付帯をいただくアプローチ

＜保証料などアップフロント型のビジネス＞

住宅事業者に対し、
電子マネーやアプリを中心とした

顧客活性化の仕組みを利用いただくアプローチ

＜決済手数料などランニング型のビジネス＞



49

ExtendTech事業にて
新規領域への事業展開が加速



50

技術やプロダクトを有する
新興企業との提携でシナジー創出へ

＜グループ子会社＞
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デジタル人材開発への投資を強化し、
顧客体験価値の向上へ
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0

50
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千
ド
ル

人材・システムに対する
徹底した積極投資を継続

採用・研修費
2021.6期比：360%

販管費
単位：百万円
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（ご参考）
システム投資額

システム投資額
単位：百万円

その他

79

133

196

人件費
（採用・研修以外）

システム
関連費用



WEB完結型
保証加入デジタルプラットフォームの確立

53

（アフタマイズプラットフォーム）

工務店

＜DX前＞ 書類でのやりとり

FAXでの見積り依頼・保証申し込み

請求書、保証書の発行および郵送

工務店

＜DX後＞ プラットフォームを通じたやりとり

見積もりや保証申し込みなどPF上で完結

保証書の自動発行



保証加入業務のDX化が順調に進行中

54

単位：社
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2021年下期 2022年上期 2022年下期 2022年9月現在

１９８

３２８

４２５

５０９

アフタマイズプラットフォームへ
の登録事業者数が500社を突破



SDGsへの取り組み
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良いモノを永く愛せる、
サステナブルな社会の実現へ



Appendix
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COMPANY INFO
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MANAGEMENT
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MANAGEMENT

60
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(百万円)
20年
6月期

21年
6月期

22年
6月期

流動資産 2,440 7,313 6,231

内、現金及び預金 1,203 5,547 3,399

固定資産 5,848 7,155 9,987

有形固定資産 76 310 978

無形固定資産 91 139 214

投資その他の資産 5,679 6,705 8,794

資産合計 8,288 14,469 16,219

負債合計 7,657 13,690 14,975

流動負債 1,479 3,457 2,675

固定負債 6,178 10,232 12,300

純資産合計 630 779 1,243

負債・純資産合計 8,288 14,469 16,219

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を２０２２．６期の期首から適用しており、
２０２１．６期については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値を記載しております。
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(百万円)
20年
6月期

21年
6月期

22年
6月期

売上高 1,955 2,624 3,305

売上総利益 1,188 1,660 2,189

営業利益 204 381 650

経常利益 284 458 767

親会社株主に帰属する当期純利益 186 243 546

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を２０２２．６期の期首から適用しており、
２０２１．６期については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値を記載しております。



事業等のリスク リスク要因となる主な事項及び対応策

(1)外部経営環境による
影響について

HomeworthTech事業は住宅・不動産市況の、ExtendTech事業は住宅用太陽光発電・蓄電システム機器等の需
要の影響を受けます。そのため、新築着工件数や既存住宅流通件数の低迷、住宅用太陽光発電システム機
器等の需要の減退等、事業環境が悪化した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与え
る可能性があります。
これに対して新サービスの提供や、新規事業領域への拡大といった戦略を講じることで対応してまいりま
す。

(2)競合について

「保証サービス」は、業界に対する法規制が少なく参入障壁が低いことから、競争の激化により各サービ
スの収益性が低下する場合や競合他社による類似のサービス展開により当社グループの独自性が失われた
場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
これに対して当社グループでは、独創的な保証・金融サービスに代表される商品開発力及び保証提供に関
する一連のオペレーション機能(人員手配・物流・精算・情報管理等)、そして修理・メンテナンスを実施
する全国ネットワークを保有した上で、保証申込等をオンラインで完結できるデジタルプラットフォーム、
電子マネーの積立・管理・利用を一気通貫で行うことができるモバイルアプリ、AIチャットボットを活用
したハイブリッドコンタクトセンターなど、保証サービス利用者の顧客体験を高めるデジタルプロダク
ト・業務支援システムを開発・提供することで対応してまいります。

(3)損害保険会社との契
約及び提携関係について

「保証サービス」の提供に伴い発生する将来の修理コスト等を担保するために保証契約に対して損害保険
会社との間で保険契約を締結しており、「保証サービス」の提供に係る実質的なリスクを移転しておりま
す。しかし保険料設定時の想定を超えた故障や不具合が発生した場合、将来の支払保険料増加などのコス
ト上昇に繋がる恐れがあり、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。ま
た、当社グループは当連結会計年度末現在、損害保険会社との提携関係により顧客開拓を進めているため、
損害保険会社との業務提携が解消された場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす
可能性があります。
これに対して当社は、複数の顧客開拓手段を保持することで対応してまいります。

(4)検査補修サービスの
外注について

当社グループは、検査補修サービスにおける業務の一定割合を外部に業務委託しております。そのため、
委託件数の多い業務委託先との契約解除や業務委託先の経営破綻等が生じ、代替先の選定や委託取引の開
始までに時間を要した場合には、当社グループが取引先から受注している業務及び契約を確実に履行でき
なくなり、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
これに対して、これに対して、業務委託先分散や一部内製化を推進することで対応してまいります。

63
※この他のリスク情報は有価証券報告書をご確認ください。
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事業等のリスク リスク要因となる主な事項及び対応策

(5)法的規制について

当社グループが取り扱う業務は、「資金決済に関する法律」「建設業法」「建築士法」「宅地建物取引業
法」及び関連する各種法令による規制を受けております。将来何らかの理由により法令違反の事象が発生
した場合や、規制の強化や法令等の大幅な改正が行われた場合には、当社グループの経営成績及び財政状
態に影響を及ぼす可能性があります。
これに対して当社グループは、関連法令を遵守するほかコンプライアンス委員会及びコンプライアンス研
修を定期的に開催し、役職員に対するコンプライアンスの徹底を図ることで対応してまいります。

(6)個人情報の流出可能
性及び流出した際の影響

について

HomeworthTech事業及びExtendTech事業において、多数の個人情報を取得及び保有しております。これらの
個人情報は、当社グループの管理下にあるデータベースにて保管しており、「個人情報の保護に関する法
律」が定める個人情報取扱事業者としての義務が課せられております。万一、外部からの不正アクセスや
社内管理体制の瑕疵等による情報の外部流出が発生した場合、当社グループに対する損害賠償請求や社会
的信用の失墜により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
これに対して当社グループでは、個人情報に関する管理方針を明確にした上で、プライバシーポリシー及
び社内規程に従って厳格に取り扱うことで対応してまいります。

(7)風評等のリスク

当社グループの属する延長保証業界又は資金決済業界に対して否定的な風評が広まった場合、又は競合他
社の不祥事や経営破綻によって業界の評判が悪化した場合には、当社グループの業務遂行及び信用に影響
を及ぼす可能性があります。
これに対して当社は経営の健全性を維持するとともに、延長保証および資金決済ビジネスの社会的価値の
啓蒙に努めることで対応してまいります。

(8)システム障害につい
て

当社グループは、事業の特性上、顧客との契約管理を中心に多数のシステムを保有しております。万一、
自然災害、事故及び外部からの不正手段によるコンピュータへの侵入等により、システム不良や作動不能
等の事態が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。
これに対して、従来より、システム事故やエラーが生じないよう高度なシステム技術を駆使するとともに、
システムネットワークのセキュリティー強化やデーターサーバーの多重管理等、万全の体制を構築するよ
う努めることで対応してまいります。

※この他のリスク情報は有価証券報告書をご確認ください。
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事業等のリスク リスク要因となる主な事項及び対応策

(9)人材の確保・育成に
ついて

当社グループは、今後の企業規模の拡大や事業発展のためには、優秀な人材の確保と育成が不可欠と考え
ております。そのため、当社グループでは新卒・中途採用活動や各種社内研修の実施等を積極的に取り組
んでおり、人材の確保と育成に注力しております。しかしながら、必要な人材の採用が計画どおりに進ま
ない場合や、重要な人材が流出した場合には、当社グループの今後の事業拡大及び経営成績に影響を及ぼ
す可能性があります。
これに対して、当社は採用研修体制の強化を図るとともに、企業価値の向上に向けた各種取り組みを推進
することで優秀な人材な確保に努めてまいります。

(10)内部管理体制の強化
について

当社グループは、企業価値の向上を図るためにはコーポレート・ガバナンスが有効に機能することが不可
欠であると認識しておりますが、事業の急速な拡大等により、内部管理体制の構築が追いつかないという
状況が生じる場合には、適切な業務運営が困難となり、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及
ぼす可能性があります。
これに対して、業務の適正及び財務報告の信頼性を確保するため、これらに係る内部統制が有効に機能す
る体制を構築、整備、運用するとともに、社内周知を強化することで対応してまいります。

(11)自然災害等による影
響について

当社グループの本社所在地がある首都圏において、地震や台風等の大規模な自然災害や事故、火災等に
よって人的・物的被害を受けた場合には、事業活動に支障が生じ、当社グループの経営成績及び財政状態
に影響を及ぼす可能性があります。
これに対して、首都圏以外の拠点を活用したBCP体制を強化することで対応してまいります。

※この他のリスク情報は有価証券報告書をご確認ください。
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